
「サステナビリティレポート2025」の特集記事では「特集１：多様性は、企業価値になるの
かー社外取締役と社員の対話」及び「特集２：日本における生物多様性保全の取組み」を
取り上げました。

ミラー社外取締役と当社グループ従業員で
「Diversity（多様性）とInclusion（包摂性）
が企業成長にどのようなインパクト、好循環を
与えるか」をテーマとした座談会を掲載してい
ます。各参加者の経験に基づく価値観、当社
グループの特徴や今後に向けた期待が多角的
に伝わる構成に仕上げ、読みごたえのある記
事になっています。

日本国内における生物多様性の保全に向けた
取組みに焦点を当てて紹介しているほか、森
本社外取締役より、ネットポジティブアプロー
チの推進に向け、保全活動と地域の活性化を
結びつけた豊かなストーリー創出への期待が
寄せられています。

その他にも当社グループの非財務情報を網羅的に開示していますので、是非ご覧ください。

サステナビリティレポート2025

Promoting Sustainability

当社グループは、事業活動を通じて社会的責任を果たし、ステークホルダーの皆様との対話を重ねながら、中長期的かつ持続的な企業価値の向上に取り組んでいます。
サステナビリティレポートでは、統合報告書やウェブサイト等で開示しているサステナビリティ及びESG関連情報を一元的に整理・集約するとともに、
複数のレポーティングガイドラインを参照し、投資家やNGOの皆様など、より詳細な非財務情報を必要とするステークホルダーの皆様に向けて、
情報の一覧性と比較可能性の向上を図っています。

見どころポイントサステナビリティレポート2025の掲載項目（一部抜粋）

サステナビリティレポート制作担当者より

サステナビリティレポートでは、当社グループのサステナビリティへの取組みに
ついて、全体方針や推進体制を紹介する「サステナビリティ経営」をはじめ、「環
境」・「社会」・「ガバナンス」の各分野での個別の取組みや考え方を詳細に開
示しています。また、「データ集」ではサステナビリティに関わる定量情報を整
理し、ステークホルダーの皆様に向けた一覧性と利便性を高めています。
私がレポート制作に携わるのはこれが三度目ですが、年々開示内容の広がり

を感じています。本ページの「今年の見どころ」として挙げている特集記事の
作成や、開示の拡充にあたっては多くの社員と協働の上、今年もよりよいレ
ポートを作成することができました。これからもグループ全体でステークホル
ダーの皆様を意識した積極的な開示を進めるとともに、サステナビリティの切
り口から企業価値の向上に貢献していきたいと考えています。

経営企画本部
経営企画ユニット
サステナビリティ・
気候グループ
山崎 惣介

特集 1

特集 2

● 気候変動対応
● �生物多様性と 

環境汚染対策

環境
● コーポレートガバナンス
● リスク管理
● �コンプライアンス推進

に向けた取組み

ガバナンス
● セーフティ
● 人的資本
● 人権

社会

サステナビリティ経営
● トップメッセージ
● 特集記事
● サステナビリティ推進体制

● ESGデータ
● GRI/SASB対照表

データ集

 サステナビリティレポート2025は こちら をご覧ください。
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https://www.inpex.com/sustainability/approach/feature/roundtable/
https://www.inpex.com/sustainability/approach/feature/biodiversity/
https://www.inpex.com/sustainability/environment/
https://www.inpex.com/sustainability/governance/
https://www.inpex.com/sustainability/social/
https://www.inpex.com/sustainability/approach/message/ceo/
https://www.inpex.com/sustainability/approach/management/structure/
https://www.inpex.com/sustainability/data/
https://www.inpex.com/sustainability/
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


サステナビリティマネジメント
当社は、エネルギーの安定供給とエネルギー・トランジションへの取組みを両輪で推進し、事業やバリューチェーンを通じて気候変動をはじめとした
サステナビリティの課題に取り組むことを、サステナビリティ経営の基本的な考え方としています。この考え方のもと、当社及び当社のステークホルダー
双方にとって重要度の高いサステナビリティに関するマテリアリティ（重要課題）を中心にサステナビリティ経営を実践しています。

当社の重要なマテリアリティを特定するために、社外専門家とのワークショップや、社外・
社内ステークホルダーへのインタビューを経て、マテリアリティ評価を実施しました。
評価プロセスは以下の通りです。

INPEXのマテリアリティとアクションプランマテリアリティ評価のプロセス

当社は、「経営理念」を踏まえた「サステナビリ
ティ憲章」を定め、当社グループ及び当社グ
ループのステークホルダーの双方にとって
重要度の高いサステナビリティに関する
マテリアリティ（重要課題）を特定し
ています。当社グループのマテリ
アリティは環境・社会が当社グ
ループに与える財務影響及び当社グループが環境・社会へ与える影響を勘案の上、特定し
ています。
特定された6つのマテリアリティのうち、「気候変動対応」、「セーフティ」及び「人的資本」は、
環境・社会が当社グループに与える財務影響が重大であることにより財務マテリアリティとし
て選定しています。当社グループはマテリアリティごとに優先的に行うべき課題に対する「ア
クションプラン」を定めた上で各部署
のPDCAサイクルに組み込み、継続
的に改善に取り組んでいます。
また、ガバナンスは、企業の運営
や、意思決定、リスク管理において
非常に重要な要素であり、強固なガ
バナンス体制はマテリアリティへの取
組みを支え、当社の持続可能な成長
を実現するための重要な要素として
認識しています。

マテリアリティ アクションプラン

気候変動対応

● �気候変動対応目標達成の推進
● �天然ガス/LNG事業の拡大
● �低炭素ソリューションの取組み
● �電力事業とその周辺分野での事業展開

セーフティ
● �重大災害防止
● �労働安全衛生の確保

人的資本 ● �エンゲージメントの強化とDE&Iの推進

人権
● �人権の尊重
● �地域社会（先住民）との共生・発展
● �サプライチェーンリスク管理

生物多様性 ● �生物多様性の保全

環境汚染対策 ● �環境汚染対策の取組み

有価証券報告書やINPEX Vision 2035等の公表物や、内部資
料等を通じて、当社のバリューチェーンやステークホルダーを
整理

各課題と、当社グループのバリューチェーンとビジネスを照ら
し合わせ、短期・中期・長期に起こりうるIRO（インパクト、
リスク、機会）を定義

当社グループが取り組むべき課題に対するステークホルダーの
期待・関心事項を確認するため、社内外のステークホルダーへ
アンケート・意見の聴取を実施

GRI（Global Reporting Initiative）Standards等の各種レ
ポーティングガイドラインなどを参照し、当社グループに関連
し得る課題を網羅的に抽出し、トピックリストを作成

環境・社会が当社グループに与える財務影響及び当社グルー
プが環境・社会へ与える影響を評価

「評価基準の設定とスコアリング」で算定されたスコアを基に
マッピングを行い、優先的に取り組むべき重要課題としてマテ
リアリティを特定

マテリアリティはサステナビリティ推進体制の主要委員会である
サステナビリティ推進委員会及び経営会議で決議され、取締役
会にて報告。マテリアリティは、毎年レビューの上特定

企業理念
サステナビリティ

憲章

気候変動対応 セーフティ

特定されたマテリアリティ

人的資本 人権 生物多様性

企業基盤
ガバナンス

環境汚染対策

自社のバリューチェーンと
ビジネスの理解

トピックリストの作成

IROの定義 IRO

評価基準の設定と
スコアリング

ステークホルダー
エンゲージメント

優先課題の特定

マネジメントレビュー  �各アクションプランの進捗については、
「マテリアリティに基づくアクションプランの進捗」をご覧ください。

 詳細は こちら をご覧ください。
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https://www.inpex.com/sustainability/approach/management/action-plan/
https://www.inpex.com/sustainability/approach/management/structure/#anc_03
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


気候変動対応
当社は、2015年12月に「気候変動対応の基本方針」を発行し、その後、パリ協定⽬標達成に向けた各国の取組みを⽀持するため、2021年1月に2050年自社排出量ネットゼロ（Scope1＋2）
目標を定めました。以降、外部環境の変化や長期戦略及び中期経営計画の更新に合わせて、方針及び2050年自社排出ネットゼロを目指すための目標を見直しています。
2025年2月には、「INPEX Vision 2035」の発表にあわせて「気候変動対応の基本方針」を改定しました。

気候変動対応目標

クリーン水素
クリーン

アンモニアの供給

第三者の
CO2に

対するCCS

再生可能
エネルギー
事業の拡大

20352024

削
減
貢
献
量

820
万トン

※ �技術進展に応じて最適な削減施策を追加採択

追加施策※

等

電化の推進及び
再エネ活用

水素混焼
タービンの
採用

廃熱活用/
コンプレッサー
電化 他

再エネへの
切り替え

生産時 
CO2のCCS

ポート
フォリオ
拡充

削減実績

205020352019 2019-2025

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
原
単
位

ネットゼロ

▲▲60%

パリ協定目標※1を支持し、低炭素社会の実現に貢献すべく、以下の目標を定めます。

目標達成に向けた取組み
● CCSをはじめとする低炭素化ソリューションの提供を推進します
● �電力関連分野への取組みを通じてクリーンかつ高付加価値な電力供給体制の発展に貢献します
● �メタン排出原単位（メタン排出量/天然ガス生産量）を現状の低いレベル（約0.1％）に維持します※4
● 2030年までに通常操業時ゼロフレアを目標とします※4

社会の低炭素化への貢献
バリューチェーン全ての
ステークホルダーと協働し

Scope3削減の取組みを進めます

2035
820万トンCO2の

削減貢献を目指します

当社事業の低炭素化
2050�

絶対量ネットゼロ 
（Scope 1+2）※2

2035�
原単位60％低減※3

（Scope 1+2）※2

※1 世界全体の平均気温の上昇を2℃を十分に下回る水準に抑える目標レベル　※2 当社権益分
※3 �2019年比の削減目標（現在の経済環境と合理的な予測を反映したものであり、技術進展、経済合理性、各国・地域の施策実現
等の事業環境を前提としている）

※4 対象はオペレータープロジェクト

当社の温室効果ガス排出量実績

※1 当社権益分排出量（エクイティシェア）　※2 オフセットを含めた排出原単位
※3 �メタン排出原単位（オペレーショナルコントロール）：メタン排出量÷天然ガス生産量（%）

項目 2023年 2024年 2025年 目標

Scope1※1� （千トン-CO2e） 6,864 6,833 6,385 2050年 絶対量ネットゼロ （Scope1+2）
＊当社権益分Scope2※1� （千トン-CO2e） 56 45 43

Scope3カテゴリー11※1
（千トン-CO2e）

86,199 86,238 87,135 バリューチェーン全てのステークホルダーと
協働しScope3削減の取組みを進めます

GHG排出原単位※2

（kg-CO2e/boe）
28 28 27 2035年 原単位60%低減 （Scope1+2）

＊当社権益分 ＊2019年比（GHG原単位41） 

メタン排出原単位※3�（%） 0.05 0.05 0.04
メタン排出原単位（メタン排出量/天然ガス生
産量）を現状の低いレベル（約0.1%）に維持*
＊対象はオペレータープロジェクト

当社は「INPEX Vision 2035」、中期経営計画及び複数のシナリオ分析をもとに、限界削
減コストカーブ（MACカーブ）を活用し、当社グループ事業の低炭素化ロードマップを作
成しています。今後は、一部ポートフォリオの拡充によりGHG原単位が増加しますが、オー
ストラリア等の生産施設にCCSを設置することで油ガス生産時のCO2の削減や、自社が使
用する電気を再生可能エネルギーに切り替えること等により計画的にGHG原単位を下げ、
2035年に60%削減（基準年比）を目指します。2035年以降は、発電施設での水素混焼ター
ビンの採用や電化の推進、更なる再エネの活用、技術進展に応じた最適な削減施策の採用
により、2050年ネットゼロの達成を目指します。

2050年に向けた当社事業の低炭素化ロードマップ

自社の排出量削減に加えて、社会の低
炭素化へも取り組みます。社会の低炭
素化へ資する目標として削減貢献量を
掲げ、国内外の政府支援の活用も踏
まえ、個別プロジェクトの採算性を厳
正に評価した上で取組みを進めていき
ます。

社会の低炭素化への貢献ロードマップ

 �その他、TCFD提言に沿った持続的な取り組みや、 
メタン逸散量低減の取組み等を含む気候変動対応の取組みの詳細は こちら をご覧ください。

 詳細は こちら をご覧ください。
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https://www.inpex.com/sustainability/environment/climate/reduce-emissions/
https://www.inpex.com/assets/documents/company/policies/corporate_position_on_climate_change.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


セーフティ
「職場で働く誰もが負傷することなく無事に家に帰ること」これが当社のセーフティの基本です。当社では、HSE※マネジメントシステムの継続的改善を図っ
ています。全社的なHSE管理を実現するために、毎年重点目標を定め、達成に向けた年間プログラムを策定・実行し、進捗管理を行っています。

2025年度のコーポレートHSE活動の主な成果として、マネジメントサイトビジット及び特別
啓発月間を通じたマネジメント層と現場とのコミュニケーション強化が挙げられます。また、
国内建設現場で発生した死亡事故を重く受けとめ、現場の事故調査に留まらず、コーポ
レート事故調査を実施し、事故の背後要因を徹底的に調査しました。この調査結果を踏ま
え、国内現場における安全施策を策定し事故再発防止に向け全社的に取り組んでいます。

1  安全先行指標のモニタリング
● �事故管理に係る安全先行指標である「事故調査の実施状況」、「優先度が高いとされた是正措置の
実施状況」のモニタリングを実施し、事故対応の迅速性と是正の実効性を継続的に強化

2  事故調査
● �調査開始：事故発生後速やかに実施
●�報告期限：重大性に応じて7～40日以内に実施

3  事故教訓共有と情報発信
● �速報や事故教訓を「HSEポータルサイト」などで全従業員へ周知
●��死亡リスクが高い作業を安全に行うための安全原則「ライフセービングルール」の定着推進。また、
当社だけでなく、負傷事故の8割以上を占めるコントラクターに対してもライフセービングルールの
周知徹底に努めています。

●�イクシスLNGプロジェクトにおいては、コーチングプログラムやコントラクターとのHSEフォーラ
ムを実施し、従業員・コントラクターの更なるHSE意識の向上を促進

HSE管理はHSE部門や担当者だけの役割ではなく、プロジェクトに関わるすべての社員一
人ひとりの責務であるという原点を、改めて全社で徹底していきます。リスクの制御ができ
ていないままリスクに直面することは許されず、制御できる状態に至るまで時間をかける。
このHSEの本質に立ち返り、HSE管理の更なる強化を着実に進めていきます。
2026年はこの考えを実践に落とし込むため、主に以下の取り組みを進めていきます。

HSEに関する2025年度目標と実績 事故削減への取組み

2025年発生事故に対する今後の取組み

※ Health（健康）、Safety（安全）、Environment（環境）

※1 請負契約におけるHSE管理の役割・責任分担の決定方法
※2 INPEX Value Assurance System審査会

 緊急時への対応及び事業継続計画（BCP）については こちら をご参照ください。

目標 評価 評価と今後の対応

重大な事故ゼロに向けた
全社的な事故削減への
取組み強化

×

●�INPEX全体のLTIR、TRIRは昨年より改善（2024: LTIR 0.45、
TRIR 2.06、2025:LTIR 0.33、TRIR 1.93）

● �死亡事故1件、重篤負傷1件の2件の重大な事故が発生した。
● �重大な事故発生を受けて、コーポレート事故調査を実施し、事故の
背後要因を徹底的に調査。事故再発防止に向け、適正工期の確保、
リスク管理の徹底、全社的な安全教育の実施等の施策を策定した。

全社的なプロセス
セーフティ管理の強化 ◯

● �全社的なプロセスセーフティ管理の力量確保の仕組みの運用に向け
て、オペレーション事業体責任者に対してリーダーシップ発揮の重要
性を認識するための啓蒙活動を実施するとともに、各事業体で試験
運用に向けた準備を推進。教育訓練資料の整備も実施。

● �四半期毎のHSEリスク管理・報告のプロセスにおいて要件等を見直
し、リスクの可視性を改善。

全ての事業分野における
HSE管理の確立と実践 ○

● �柏崎水素パーク、長岡メタネーション実証、奥飛騨地熱井掘削など
の石油・天然ガス以外の事業におけるHSE管理についても継続して
取り組んだ。柏崎水素パーク、メタネーション実証においては、プラ
ント完工時にスタートアップレビューを実施し、操業開始に向けたプ
ロセス安全確認を実施した。

● �事業特性に応じたより効率的・効果的なHSE管理の実現のため、
HSEマネジメントシステム文書群の刷新を行っている。

マネジメント主導の
HSEコミュニケーション
の強化

○

● �国内現場を対象として、計5回のマネジメントサイトビジットを実施
し、安全最優先のメッセージを伝えるとともに、現場のHSE管理に
ついて議論を行った。

●�国内事業体においては、現場訪問時の懇談会や視察を充実させている。
● �代表取締役社長を含むマネジメント参加のHSE会議を10月に開催
し、重大な事故の再発を防ぐための様々な施策について議論した。

■ コントラクター管理の強化：リスク評価、契約モード※1に関する社内周知、社内教育の強化、工期の適正化
■ プロジェクトマネジメント：主要ポジションへのHSE教育義務化、IVAS※2でのチェック強化
■ 安全文化の強化：HSE教育の内容強化、人事評価におけるHSE目標管理導入等の人事施策との連携

柏崎水素パーク建設現場における
コントラクターとの対話
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https://www.inpex.com/sustainability/governance/bcp/
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


人的資本
当社グループの経営理念を実現するためには、「現場力」と「技術力」、そして「国際性」という強みを一層磨き、激変する事業環境においても柔軟に対応できる
組織と人材が必要と考えています。人材戦略基本方針に基づいて、グローバルレベルでの「最高に働きがいのある会社 “Employer of Choice”」を目指し、
HR Visionの推進、INPEX Valuesを実践しながら、従業員のエンゲージメント強化、DE&Iの推進等の目標の設定をした上で各種取組みを進めています。

目指すべき
ところ

人材戦略

指標・目標

組織文化 �既成概念に縛られず自由闊達に意見を出し合い、 
新たなことに挑戦し続け、イノベーションを起こせる組織文化

多様性の受容、成長意欲、自律的行動を
もとに、ビジネス現場で価値を創出する人材

人材戦略基本方針

従業員のチャレンジ精神、自律的行動を 
後押しする組織・職場・風土をつくることで 

「最高に働きがいのある会社」を実現
■	前例にとらわれないアイデア・変革を「是」とし、「イ

ノベーション」を後押しする文化の醸成
■ 「安全第一」のマインドを持ち、個のパフォーマンス発
揮と協働によるゴール達成を後押しする風土の構築

多様な人材が活躍するための適所適材配置と 
適正な評価・処遇の実現

■	ビジネススピードに適応した「グローバルレベル」で
の「リーダー人材の育成と配置」及び多様なバック
グラウンドを持った人材の融合による価値創造の実現

■	透明性の高い評価とそれに基づく競争力のある処遇
によるモチベーションの向上

変化するビジネス現場で価値の創造を 
継続的に実現できる人材の確保・育成と 

エンゲージメント向上
■	当社ビジネスへの理解・共感に向けた採用ブラン
ディングの確立

■	現場力・技術力を上げるための国内外における「実
践的な成長機会」の提供

注1  �集計範囲：単体（当社から他社への出向者を含む）
注2  �集計範囲：連結
注3  �「エンゲージメントの強化」の数値は、ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度と相関の高い8項目を含んだ委託先尺度で測定し、全従業員平均の実績値を偏差値で算出しています。�
  �高エンゲージメント者割合とは、ワークエンゲージメントの偏差値が62.0以上の人数割合となります。

エンゲージメントの強化注3 多様性の推進

(2030年度） 2025/122023/12 2030/122024/12

19.719.7
16.316.3 17.117.1

20%
以上
（目標）

20%
以上
（目標）

■	�高エンゲージメント者の 
割合注1（％）

(2030年度） 2025/122023/12 2030/122024/12

51.551.5 52.452.451.951.9

5050
以上
（目標）

■	�心理的安全性（偏差値）注1

(2030年度） 2025/122023/12 2030/122024/12

25.525.5

32.732.7

26.526.5

3030%
以上
（目標）

■	��新規採用者に占める 
女性の割合注2（％）

(2030 年度） 2025/122023/12 2030/122024/12

8.48.4

6.46.4
7.77.7

1010%
以上
（目標）

■	��女性管理職の割合注2（％）

(2030 年度） 2025/122023/12 2030/122024/12

74.174.1 74.874.873.673.6

8080%
以上
（目標）

■	��男女賃金差異注2（％）

(2030 年度） 2025/4-
2026/3

2023/4-
2024/3

2030/4-
2031/3

2024/4-
2025/3

76.976.9 78.178.1
68.168.1

100100%
（目標）

■	��男性育児休業取得率注1（％）

2025/122023/12 2030/122024/12

2.92.9 2.92.93.03.0 （目標）（目標）

法定
雇用率
以上

法定
雇用率
以上

■	��障がい者雇用率注1（％）

求める人材

Organization
Effectiveness

Focus on People
Development

Talent Attraction
and Engagement

HR
Excellence

INPEX HR Vision
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https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


当社グループがグローバル企業として責任ある経営を持続的に実施していくためには、働く人材の多様化とグローバルに価値観を共有できる人材の育成が重要であると考えています。その実
現に向けて人事部門では、グローバルHRミーティングの開催を行い、中長期的な目線に基づいたグローバル人材戦略等について協働を深めています。引き続き、人材育成・開発を含む各種
人事施策をグローバルな視点で推進し、従業員の能力向上とチームとしての成果の実現へとつなげることで、高い国際競争力を有する組織づくりに取り組んでいきます。

従業員の中長期的・主体的・自律的な成長を支援しながら、求める人物像に合
致する社員の育成、及び目指す組織風土の実現に向けた取組みを行っています。
年代や目的に応じた研修プログラムを通じ、社員に必要な業務知識やスキルを付与す

るだけでなく自らが成長する意識を醸成することで、プログラム参加者のパフォーマンス
と成長を支援し、長期的な組織全体の業績と発展に貢献することを目的としています。

2026年にはグローバルエンゲージメントサーベイを実施すべく、各海外事務所等と連携しながら実施に向けた作業を開始しています。

グローバルレベルのHR強化、人材育成・開発

グローバルHRミーティングの開催

人材育成・開発 高エンゲージメント者比率の更なる向上を目指して

2025年には、赤坂本社で2日間にわたってグローバルHRミーティングを開催し
ました。今回のミーティングには、海外10拠点から約30名の人事担当者が参加し、多様
な顔ぶれが集まることでINPEXの多様性を実感するイベントとなりました。ミーティング
の中では、グローバル人材戦略、エンゲージメントの強化、DE&I浸透施策など多様な
テーマを取り上げ、グループワークやディスカッションを通じて、協働を深めました。
拠点により、人事課題は異なるものの、「企業認知の向上」、「成長機会の創出」、「持
続可能な事業成長」が共通する課題との認識でした。

特にDE&I、採用、新規採用者のオンボーディングにおいて、
国によって慣行がいかに異なっているかを理解することができ
ました。最高に働きがいのある会社の実現に向け、職場環境、
トレーニング、グローバル・モビリティ、人員計画についてど
のようなアプローチが必要なのか考えていく意欲がわきました。

参加者コメント

2025年度の高エンゲージメント者の割合は19.7%（昨年度17.1%）となり、目
標としている20%間近に迫りました。高エンゲージメント者割合の定義は、ワークエン
ゲージメントの偏差値が62.0以上の人数の割合であり、当社の高エンゲージメント者割
合である19.7％は委託先平均の10.9％を大きく上回っている状態です。また、準高エン
ゲージメント者が約21%存在することから、準高エンゲージメント者を高エンゲージメン
ト者に引き上げるべく、以下の取り組みを実施しています。

今後も、様々な施策を講じて高エンゲージメント者比率の向上を目指します。

  人材育成カリキュラムは こちら 、海外研修生の声は こちら よりご覧ください。

人的資本

1  適材適所の配置の推進

ラインマネジメントは任期制を採用し、後継者プランを作成。人員配置の硬直化及び登用
機会の減少の防止に努めている。希望業務や異動を申告できる制度、社内副業、社内公
募を導入し、適切な人員配置を実施

2  人材育成

やりがいや成長を実感できるように、研修プログラムや自己啓発制度を拡充し、各ビジネ
ス現場で価値を創出する業務機会を提供

3  組織活性化

年1回のストレスチェック実施時にエンゲージメント調査も合わせて実施の上、所属する組
織状態の分析を行う。その結果を各組織にフィードバックして改善を促すとともに、1on1
や四半期に一度実施しているパルスサーベイで上司が部下の状況をモニタリングし、組織
の活性化に活用
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https://www.inpex-recruit.com/environment/human/
https://www.inpex-recruit.com/environment/overseas/
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_03.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_05.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_04.pdf


人的資本

当社では、2025年4⽉にDE＆I推進ユニットが立ち上がり、専⾨部署
として様々な取り組みを開始しました。DE＆I推進は組織⽂化の変⾰
の要であり、健全な事業判断には多様な社員が活躍できるインクルー
シブな⾵⼟が必要です。また、「DE&I方針」及び「女性活躍推進に
関する基本的な考え方及びコミットメント」の策定・公表も行いました。

DE&I方針

── �DE&I推進ユニットは多様なメンバーで構成されているという印象です。 
ユニットの特徴や構成メンバーについて教えてください。

当ユニットは、性別や世代などの属性の違いに加え、事務系・技術系などの職務背景、新
卒入社あるいはキャリア入社などの職務経歴など、様々な経験や視点を持つメンバーで構成
されています。半数のメンバーが初めてDE&I業務に携わっており、まさに成長過程にある
組織です。総勢6名と規模は小さいものの、育児や介護等に関する社内手続き、女性をはじ
めとする全社員の活躍に向けた方針策定と推進、組織文化の啓発や研修実施まで幅広い業
務を担っています。

ユニットの設立以降、積極的に活動を行っているDE&I推進ユニットの
雰囲気を伝えるべく、メンバーの皆さんにインタビューを実施しまし
た。DE&I推進ユニットのメンバー構成や現在感じている課題、ステー
クホルダーへのメッセージなどをざっくばらんに語っていただきました。

── �KPIや目標はありますか？  
また、現在当社が抱えているDE&Iに関する課題があれば併せて教えてください。

── 最後に、ステークホルダーの皆さんへのメッセージをお願いします。当社では「女性活躍推進に関する基本的な考え方及びコミットメント」に基づき、以下の目
標を掲げています。この目標は、ただ数字を達成するためのものではなく、組織全体でこの
テーマに取り組む過程を重視しています。

私たちは、変化の時代において、多様性を尊重しインクルーシブな環境を築くことは、企業
の競争力を高めるだけでなく、真に持続可能なビジネスを実現する鍵だと確信しています。
ステークホルダーの皆さんとともに、このテーマに真摯に向き合い、当社の未来そして社会
の変革をともに実現していきたいと思っています。これからも私たちの挑戦を見守り、時に
励まし、ともに成長していただけることを心から願っています。

そうした中での課題の一つが、DE&I推進が「イ
ベント中心の活動」に留まるような認識を持た
れがちな点です。これまで様々な取り組みを進
めておりますが、イベント自体はテーマを広める
契機として有効なものの、参加者が固定化され
やすく、社内全体の理解浸透が中々進まない一
面があります。DE&Iは、トップマネジメントから新入社員まで全ての社員が当事者であり
推進者であるべきものです。この認識を社内で広げるにはどうすれば良いか、各部署に対し
て私たちはどのような支援ができるか等について、ユニット全体で意見を出し合いながら、
継続的に新たな試みを取り入れ、チャレンジを重ねています。

 その他の施策の詳細については サステナビリティレポート2025 をご覧ください。

総務本部DE&I推進ユニット

● �新規採用者に占める女性社員比率：30%以上	 ● �女性管理職比率：10%以上
●�男性育児休業取得率：100%	 ● �男女賃金差異：80%以上
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https://www.inpex.com/assets/documents/company/policies/Policy_and_Commitment_on_Promoting_Women%E2%80%99s_Empowerment.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/company/policies/Policy_and_Commitment_on_Promoting_Women%E2%80%99s_Empowerment.pdf
https://www.inpex.com/sustainability/social/human-capital/workplace/
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_01.pdf
https://www.inpex.com/assets/documents/ir/library/integrated_report/inpex_integratedreport202512_02.pdf
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人的資本

DE&Iへの取組み実績

社内取り組み事例① ダイバーシティ月間 ─ 多様性を活かす力の向上 ─ 社内取り組み事例② ワーキングパパ座談会 ─ 男性育児休業取得率の向上 ─

2025年11⽉に当社としては初めてとなる「ダイバーシティ⽉間」を開催しました。この
全社イベントは、「ダイバーシティを自分事として捉える」というテーマのもと、多様性
の価値を体感できる場づくりを目指し、社外ゲストを招いたセッション、インクルーシブ
な環境を育む体験型プログラム、社員同士が多様な経験や価値観を共有し合う交流型
ワークショップなど多彩な取り組みを実施し、約600名の社員が参加しました。

男性による育休取得をはじめ、男性のワークライフバランスの充実化や育児参画はこ
こ数年急激に進んでいます。2025年7月30日に厚生労働省が公表した「令和6年度
雇用均等基本調査」によると、日本の男性の育休取得率は40.5%（前回から10%増）
となりました。当社における男性育休取得率は8割弱に達し、前述の国内調査におけ
る育休取得率を大きく上回っている状況です。また、平均取得期間は3か月弱であり、
同調査における男性育児休業取得期間の9割弱がひと月未満であることと比較して、
取得期間が長いことも特徴です。ダイバーシティ月間中のイベントの一例

●  �LGBTQ映画上映＋当事者トークイベント	 ●  �外国籍社員座談会
● �バリアフルレストラン	 ●  �キャリア入社者座談会
● �手話講座	 ●  �マネジメントとの座談会
● �心理的安全性ワークショップ	 ●  �VR認知症体験会
● �傾聴/対話ワークショップ	�  など

また、ダイバーシティ月間の開始前後にDE&I意識の変容を測ることを目的に、国内
勤務者全社員にアンケートを実施しました。開催後には「DE&Iの意味を知っている」
と回答する役職員数が約15%増加し、本施策の効果を実感しました。役職員からは「自
分が当たり前だと思っていたことを見直す良いきっかけになった」、「普段気づかない視
点やメンバーへの配慮の必要性を強く実感した」、「普段関わらない他部署の人達と話を
することで、視野や社内の輪が広がった」等の前向きなコメントを多数得ることができ
ました。次年度以降は、国内各拠点や海外事務所、更に他社との協働による開催を実
現し、本活動をより多くの場へと拡充することで、DE&I意識の向上を図っていきます。

VR認知症体験会の様子 対話ワークショップの様子 ワーキングパパ座談会の様子

当社では、育児と仕事の両立に励む
社員同士のネットワーキングや、男性
育休取得の更なる推奨に向けた意見
交換を目的に、ワーキングパパ座談会
を実施しています。社員のワークライ
フバランスの充実に向けた施策や、男
性の育休取得推進を実施していくこと
で、子育て中の社員のみならず介護や
その他事情を抱えるあらゆる社員が、
ますます活躍できる環境を目指します。

男性育休取得率 8割弱 男性育休取得期間 3か月弱当社の男性育児休業実績

● �Pride指標	
ゴールド

●�JPX日経インデックス	
人的資本100

外部評価の獲得（2025年度）

●�i STOXX MUTBJapan 	
プラチナキャリア	
150インデックス

●�LGBTQ+ 	
ALLEY

● �インクルーシブリーダーシップと	 �
組織の未来JAPANコンソーシアム

●�日豪経済委員会 DEI分科会
●�WEPs分科会（国連グローバルコンパクト日本支
部GCNJ「女性のエンパワーメント原則」）

●�FCW（女性のキャリア開発に向けた友好委員会）

●�30% 	
Club

当社の自発的取組み
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2006年 2008年 2012年 2015年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

方針

機関設計

取締役会規模・
社外取締役比率

指名・報酬

取締役会
実効性評価

コアエリアにおける
取締役会開催

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス強化のあゆみ

● �監査役設置会社
● �執行役員制度導入

●社外（ ●社内 ） 4/16人 5/16人 5/15人 6/15人 5/13人 6/14人 5/12人 5/10人 5/10人

● �コーポレートガバナンスに関する基本方針の制定
● �経営理念の改定

● �経営理念の制定

● �最適な機関設計にかかる 
取締役会審議を実施

● �最適な機関設計にかかる 
取締役会審議を実施

● �最適な機関設計にかかる 
取締役会審議を実施

● �サステナビリティ憲章の制定

● 豪州・ダーウィン ● �UAE・アブダビ ● �新潟

● �取締役及び執行役員に対する株式報酬制度の導入 
（導入に伴い、自社株式購入ガイドラインを廃止）

● �株式報酬制度の改定 
（一部を業績との連動性を明確化した内容に改定）

● �自社株式購入ガイドラインの制定
● �役員退職慰労金制度廃止

● ��取締役会全体の実効性評価実施 
※以降毎年実施

● �第三者評価機関の第一回定期レビューを実施
● �第三者評価機関の第二回定期レビューを実施

● �女性監査役1名を新たに選任（木場氏）
● �スキルマトリックスの策定・公表

● �経営諮問委員会の設置（2025年廃止）

●環境分野に知見を有する独立社外取締役1名を新たに選任（森本氏）
● �スキルマトリックス各項目の選定理由を開示

● �外国籍社外取締役1名を 
新たに選任（ミラー氏）

● �女性取締役1名を 
新たに選任（齋木氏）

● �取締役及び執行役員の任期短縮（2年から1年に）
● �女性取締役1名を新たに選任（西村氏、2026年２月まで）

● �指名・報酬諮問委員会を社外役員過半数の構成に変更

● �指名・報酬諮問委員会の委員長を 
独立社外取締役と規定

● �指名・報酬諮問委員会の設置

当社は、エネルギーの開発・生産・供給を持続可能な形で実現することを通じて、より豊かな社会づくりに貢献することを経営理念としています。
この理念のもと、当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、株主をはじめとするステークホルダーとの協働により社会的責任を果たすとともに、
透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を支えるコーポレートガバナンスの充実に継続して取り組んできました。
本ページでは、こうした考え方に基づき、当社がこれまで進めてきたコーポレートガバナンス強化の主なあゆみをご紹介します。
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コーポレートガバナンス

当社の機関設計は、業務に精通した取締役による業務執行を監査役が監査する「監査役設
置会社」を採用しています。また、「執行役員制度」を導入し、機動的かつ効率的な経営
体制を構築しています。当社では、各国政府や国際的なエネルギー企業等との重要な交渉
機会が多く、これには当社事業に関する知識・技術並びに国際的な経験を有し、業務に精
通した社内出身の取締役・執行役員があたる必要があります。
社内出身取締役は原則として執行役員を兼務することで、取締役会が効率的な業務執行

を行うとともに、実効的な経営の監督を行える体制を確保しています。また、経営の透明
性の向上と取締役会の実効的監督機能の強化を図る観点に加え、独立した立場から社内出
身者とは異なる客観的な視点を経営に活用するため、取締役全10名のうち5名の社外取締
役を選任しています。
また、当社の監査役は全5名中4名が社外監査役で、
監査役会を設置するとともに監査役室を設置し、監査
役室の専任者を配置することで、内部監査部門（監査
ユニット）や会計監査人との連携を強化しています。

当社は、エネルギーの開発・生産・供給を、持続可能な形で実現することを通じて、より
豊かな社会づくりに貢献することを経営理念としています。この経営理念のもと、当社は、
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、株主をはじめとするステークホル
ダーとの協働により社会的責任を果たすとともに、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定
を行うことを目的としてコーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。また、当社グ
ループにおけるコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針を明らかにし、
主体的な情報発信を行うことで、当社の意思決定の透明性・公正性を確保し、実効的な
コーポレートガバナンスを実現することを目的に、「コーポレートガバナンスに関する基本方
針」を制定しています。詳細は、当社ホームページ で情報開示しています。

コーポレートガバナンスの概要 コーポレートガバナンスに関する基本方針

取締役会 監査役（会）

株主総会

会計監査人

業務執行体制

報告報告

監査

報告

連携

報告報告

連携

連携

会計監査内部監査

報告

報告

答申

選定
解職
監督

選任・解任・報酬枠の設定 選任・解任選任・解任・報酬枠の設定

選任
解任
監督サステナビリティ推進委員会

コンプライアンス委員会

コーポレートHSE委員会

情報セキュリティ委員会

IVAS審査会

経営会議

代表取締役社長

社外取締役 常勤監査役

執行役員

各部門及び子会社

連携

連携

監査

報告

監査役室

当社のコーポレートガバナンス体制 （模式図）

監査ユニット

指名・報酬諮問委員会

組織形態 監査役設置会社

取締役
定款上の員数…………………  16名以下
人数（うち社外取締役）………  10名（5名）
任期 … ………………………  1年

監査役
定款上の員数…………………  5名以下
人数（うち社外監査役）………  5名（4名）
任期 … ………………………  4年

独立役員の人数 9名（社外取締役5名、社外監査役4名）

その他 経済産業大臣に対して甲種類株式を発行

コーポレートガバナンス体制の概要
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コーポレートガバナンス

当社は、取締役会全体が適切に機能しているかを定期的に検証し、課題の抽出と改善の取
組みを継続していくことを目的として、取締役会全体の実効性評価（以下「実効性評価」）
を毎年実施し、その結果の概要を開示しています。2025年度の実効性評価の評価方法等
及び結果の概要は以下の通りです。

取締役会は、株主に対する受託者責任を認識した上で、実効的なコーポレートガバナンス
の実現により、十分な監督機能を発揮するとともに、経営の公正性・透明性を確保し、持
続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを責務としています。当社の取締役会
は10名で構成され、うち5名は社外取締役です。効率的な議事運営の観点から、業務に最
も精通した代表取締役社長が取締役会の議長を務めることとしています。取締役会は、毎
月1回及び必要に応じて随時開催し、経営戦略や重要な業務執行について審議・決定する
とともに、取締役の職務の執行を監督しています。また、グローバルな経営環境の変化へ
の即応性を高め、経営責任をより明確化するため、取締役の任期は1年としています。

各会議体の概要

取締役及び取締役会 取締役会の実効性評価

50%
5名/10名

独立社外
取締役

10%
1名/10名

女性
取締役

全取締役に占める
独立社外取締役の割合

全取締役に占める
女性取締役の割合

具体的な検討内容 審議
件数

個
別
案
件

成長軸１（石油・
天然ガス分野）

海外プロジェクト現況、イクシスプロジェクト現況、国内プロジェクト現況、
国内外個別案件　等 24

成長軸2・3
（その他の分野） 低炭素化・再エネ/電力周辺分野事業現況、国内外個別案件　等 8

基盤強化 人事施策、指名・報酬、コーポレート・ガバナンス、内部統制・内部監査、コン
プライアンス、サステナビリティ、リーガル、資材・調達、IT・デジタル　等 65

経営管理・経営戦略・ 
資金配分

Vision・中期経営計画策定、中期経営計画の進捗、経営指標の進捗、財務戦
略・資金調達、投資配分、株主還元方針、決算・予実績、生産量・埋蔵量　等 24

HSE HSE定例報告　等 12

マーケティング 中長期LNG調達方針　等 3

合　計 136

役員
区分 人数 うち社外 独立役員

の割合（うち女性）うち独立役員

取締役 10名 5名（1名） 5名 50％

監査役 5名 4名（1名） 4名 80％

合　計 15名 9名（2名） 9名 60％

取締役会の構成

2025年度における取締役会の具体的な検討内容及び審議件数

実効性評価の
プロセス

課題への
取組み

回答結果の
集計・分析

社外取締役・
監査役と

代表取締役の
意見交換

取締役会で
評価結果確認
と課題設定

アンケート
実施

取締役会全体の実効性評価

評価方法

● �社外取締役と監査役の会合において、2024年度の課題への取組み状況及
び2025年度の実効性評価実施方法を議論。過年度評価において第三者
評価機関によりその妥当性が確認された、取締役会自身による自己評価
方式を採用（無記名アンケート方式）。

アンケート
の項目

● � 自己評価
● � 取締役会の構成
● � 取締役会の運営
● � 取締役会への支援体制
● � 取締役会の役割・責務

● � 投資家・株主との関係
● � 指名・報酬諮問委員会
● � 2025年度のアクションプランへの取組み
● � 全体を通じた評価
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コーポレートガバナンス

2025年度の取組状況

1. 経営戦略の議論の充実

● �取締役会付議各議案について、中期経営計画における位置付け、関連性を明確化。
● �中期経営計画達成に影響を及ぼす低炭素化ソリューション事業戦略を含む国内事業戦
略の議論を実施。

2. 取締役会における議論の更なる活性化

● �経営会議における論点の紹介、専門用語の解説、事前説明会の動画配信、資料の早期
提供等の情報共有及び案件理解向上のための各種取組みを継続。

● �懇親会等の実施により取締役会メンバー間の連携を促進するとともに、執行役員・GM
（ジェネラルマネージャー）との交流・意見交換の機会を確保。
● �低炭素化ソリューション事業・国内事業について、操業現場等の視察を実施。
● �取締役会メンバーの更なる知見向上への取組みとして、第7次エネルギー基本計画、エ
ネルギー地政学等をテーマに各分野の外部有識者・専門家による複数回の講演会・意
見交換会を開催。

● �2025年度の実効性評価の実施方法、アンケート内容・構成等の最適な評価手法につい
ての議論を実施。

3. 指名・報酬諮問委員会の機能強化

● �引き続き独立社外取締役を委員長に選任し、構成についても委員４名中３名を独立社外
取締役とする等、指名・報酬諮問委員会の客観性・独立性強化を継続。

● �代表取締役社長のサクセッションプランを含む指名・報酬諮問委員会における年間の審
議計画、進捗及び結果について委員長より取締役会にフィードバックを実施。

4. INPEX Vision 2035を踏まえた取締役会の在り方に係る議論の深化

● �2025年3月の株主総会における取締役候補者について、取締役会として備えるべきスキ
ルの組み合わせ及び中期経営計画の達成に必要なスキル、並びに取締役会メンバーの
更なる多様性の確保の観点から指名・報酬諮問委員会において当社基本方針等を踏ま
え協議を実施した上で、取締役会に答申。新たに外国籍の取締役１名を選任。

● �当社の特性を踏まえた取締役会の在り方について、審議事項として議論を実施。最適な
機関設計についての議論を継続。

取締役会の更なる実効性の確保に向け、今後の取組みとして、以下のアクションプランが設
定されました。

当社は、今回の評価結果を踏まえて、引き続き、取締役会の実効性の向上を図っていきます。

更なる実効性向上に向けた取組み

アクション
プラン

❶ 経営戦略の議論の充実

❷ 取締役会の議論の活性化

❸ INPEX Vision 2035を踏まえた取締役会の在り方に係る議論の深化

■2025年度の評価結果の概要

● �取締役会の構成について、メンバーの知見・経験は十分な多様性を備えており、人数規模
や社外取締役の割合についても概ね現状において適切であるものの、今後は、女性取締役
の増員や、他業界経営経験者の登用等を通じ更なる多様性確保を図ることは有意義。

●�事前説明会の開催・説明動画配信や経営会議等での議論の共有及び専門用語の解説・注
釈等の、取締役会の議論活性化に向けた取組みはいずれも有効であり、継続するべき。

●�社外専門家による講演会、操業現場の視察及び取締役会内外での自由討議の機会等を確
保することで非常勤役員の知見向上を図るとともに、取締役会メンバー間及び執行役員と
の連携を一層強化するべき。

●�指名・報酬諮問委員会については、その独立性・客観性が確保されており、指名・報酬
両分野における審議等において必要な役割を果たしている。今後も、取締役会との連携強
化の取組みを継続強化するべき。

●�当社の特性を踏まえた取締役・取締役会の役割を整理し、取締役会付議基準のレビュー
や、当社にとって最適な機関設計についての議論を継続・深化する。

 �取締役会全体の実効性評価結果概要の詳細は、 当社ホームページ をご覧ください。
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コーポレートガバナンス

当社では、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に基づき、代表取締役社長等の後
継者計画が持続的な成長と中長期的な企業価値向上のための重要課題であると認識してい
ます。この認識のもと、指名・報酬諮問委員会において、代表取締役社長を含む取締役に
求められる資質等について審議し、その内容を適宜取締役会へ答申しています。更に、代
表取締役社長のサクセッションプランを含む指名・報酬諮問委員会における年間の審議計
画、進捗及び結果については、委員長より取締役会にフィードバックを実施しています。
また、取締役候補者の指名にあたり、当社は経営の持続性と中長期的な企業価値向上を
実現するため、当社事業に関する知識・技術並びに国際的な経験を有し、業務に精通した
社内出身者に加えて、資源・エネルギー業界や財務・法務その他の分野において企業経営
経験者、学識経験者又はその他の専門家等として、豊富な経験と幅広い見識を有する社外
人材を取締役候補者として選定することとしています。

指名・報酬諮問委員会� 2025年度開催回数：8回

取締役の指名、報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、
取締役会の諮問機関として2017年1月に指名・報酬諮問委員会を設置、取締役等の指名と
報酬について審議し、取締役会に答申しています。
また、2026年3月27日開催の臨時取締役会において、社内取締役1名及び独立社外取締
役3名（含む委員長1名）が本委員として選任され、同日付にて就任しました。

● 委員長　飯尾 紀直（独立社外取締役）
● 委　員　齋木 尚子（独立社外取締役）

● 委　員　森本 英香（独立社外取締役）
● 委　員　上田 隆之（代表取締役社長）

検討内容	 （指名）	● 取締役に求める要件（再定義）
	 	● 取締役及び監査役のスキルマトリックス
	 	● 取締役及び代表取締役候補者の選任
	 	● 後継者計画
	 	● 2026年12月期　新執行役員体制
	 （報酬）	● 報酬水準の妥当性検証（ピアグループとの比較）
	 	● 2025年12月期会社業績、経営指標の見通し及び実績
	 	● 業績連動報酬（賞与・株式報酬）KPIの達成度見通し及び実績
	 	● 取締役賞与・株式報酬支給案
	 （指名・報酬）	● 年間協議スケジュール
	 	● コーポレート・ガバナンス（指名・報酬領域）に関する課題整理 業務執行の決定に関しては、意思決定の迅速化の観点から、経営会議を設置し、取締役会

の決議事項に属さない事項についての機動的な意思決定を行うとともに、取締役会の意思
決定に資するための議論を行っています。経営会議は毎週ないし適宜開催されます。
当社の経営会議は、常勤の取締役、本部長である執行役員及び議長が必要と判断し経営
会議の決議によって選任された執行役員をもって構成されており、構成員は16名（2026年
4月1日時点）となります。効率的な議事運営の観点から、業務に最も精通した代表取締役
社長が経営会議の議長を務めることとしています。

急速に変化する経営環境及び業容の拡大に的確・迅速に対応するため、執行役員制度を導
入し、権限委譲を行うことで業務執行体制の明確化を図るとともに、一層機動的かつ効率
的な経営体制を構築しています。なお、執行役員の任期については、事業年度毎の執行責
任をより明確化するため、1年としています。

経営会議

執行役員制度

指名・報酬諮問委員会 委員長メッセージ

指名・報酬諮問委員会委員長の飯尾です。私が指名・報酬諮問委員会の委員
長を務めるにあたり強く意識していることは、透明性と公正性を確保した審議を
通じて、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献することです。
当委員会は、取締役の指名・報酬に係る取締役会の機能の独立性・客観性と
説明責任を強化するという重要な役割を担っています。取締役の指名・報酬と
いう重要な審議を進めるにあたり、当社を取り巻く経営環境や中長期戦略との
整合性、さらにはステークホルダーからの信認を得られる内容であることを重視
しています。特に、代表取締役社長の後継者計画は、極めて重要な経営課題と
認識のうえ、強い緊張感を持って複数年にわたり丁寧に議論を重ねています。
私自身は、当社の経営を担う人材には、幅広いスキルや常識を備えた多角
的な要素が求められるとともに、周りからの人望が非常に重要であると考えて
います。不確実性の高い外部環境の中で、当社の代表取締役社長としてあるべき姿や資質について、
委員会における議論をしっかり主導していきます。取締役の報酬に関しては、役位ごとの職務内容に応
じた基本報酬に加え、業績連動報酬としての賞与および株式報酬の適切な組み合わせによる報酬設計
を通じて、優秀な経営人材の確保・維持に資する競争力のある報酬水準となるよう議論しています。
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆さまには、当社のコーポレートガバナンスが実質

として機能していることを、本報告書を通じて感じていただければ幸いです。今後も持続的成長に資す
るコーポレートガバナンスの深化に努めてまいります。

社外取締役
指名・報酬諮問委員会
委員長
飯尾 紀直
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コーポレートガバナンス

❷サステナビリティ推進委員会� 2025年度開催回数：3回

審議事項	 ● �サステナビリティに関する基本方針
	 ● �基本方針の推進に関する重要事項等

❸コーポレートHSE委員会� 2025年度開催回数：4回

審議事項	 ● �HSEに関わる方針や重要事項

❶コンプライアンス委員会� 2025年度開催回数：8回

審議事項	 ● �コンプライアンスに関わるグループの基本方針や重要事項
	 ● �コンプライアンス実践状況の管理

❹情報セキュリティ委員会� 2025年度開催回数：2回

審議事項	 ● �情報セキュリティに関わる基本方針や重要事項
	 ● �情報セキュリティに関する事故が発生した場合の対応及び再発防止策等の管理

❺IVAS審査会� 2025年度開催回数：16回

審議事項	 ● �プロジェクトの取得/参入、探鉱、評価、開発等の各フェーズにおける組織横断
的な技術的評価等

監査役及び監査役会

当社は監査役制度を採用しています。5名の監査役で監査役会を構成し、うち4名は社外監
査役です。監査役は、取締役会や経営会議等に出席するとともに、担当部署からのヒアリ
ングや報告等を通じて取締役・執行役員の職務の執行を監査しています。また、会計監査
人と定期的及び随時に会合を持ち、監査に関する報告等を受けるとともに監査上の重要ポ
イントについての意見交換を行っています。更に、監査役は、内部監査部門（監査ユニット）
の年度監査計画の策定に際して意見交換を行い、監査ユニットが実施した内部監査の報告
を四半期毎に受けています。この他、常勤監査役は、監査ユニットから内部監査や内部統
制評価の状況について随時報告を受けています。当社は監査機能を強化し、コーポレート
ガバナンスの実効性を確保するために、監査役室を設置し、監査役室の専任者を配置する
ことで、監査役、監査ユニット及び会計監査人との連携強化を図っています。
また、代表取締役や取締役との定期的な会合等を通じてモニタリング機能を強化する体
制を構築しています。

業務執行部門から独立した内部監査部門として社長直属の監査ユニットを設置しています。
年度監査計画の立案に際しては、監査役との意見・情報交換を行い、社長の承認を得た後
に取締役会に対しても報告を行っています。監査結果は社長、取締役会、監査役会及び常
勤監査役へ報告し、会計監査人とも共有しています。内部監査に従事する者の専門性の確
保に努めるとともに、内部監査の品質を継続的に改善するため、独立した外部の評価者に
よる外部品質評価を最低でも5年に一度実施することを定めています。

監査役会での主な決議・報告事項

内部監査の状況

決議・審議事項	 ● �会計監査人の解任又は不再任の決定方針、会計監査人とのKAMに関す
る協議、監査報告書の作成、会計監査人の再任、監査役報酬、監査役
監査計画、会計監査人の非保証業務に対する包括了解、会計監査人の
報酬同意等

報告事項	 ● �内部監査部門の内部監査計画・報告、監査役の往査・出張報告、会計監査人か
らの中間財務諸表の期中レビュー結果及び監査結果報告、財務報告に係る内部
統制監査報告、コンプライアンス関係等

複数の組織が関与する業務に対応するため、業務執行に係る各種委員会として、「コンプラ
イアンス委員会」、「サステナビリティ推進委員会」、「コーポレートHSE委員会」、「情報セキュ
リティ委員会」及び「INPEX Value Assurance System（IVAS）審査会」をそれぞれ設
置しています。

業務執行に係る各種委員会

2025年度開催回数：18回
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コーポレートガバナンス

氏名 役職 在任
期間

所有
株式数

㈱

取締役会へ
の出席状況

指名・報酬
諮問委員会へ
の出席状況

選任理由
スキルマトリックス

企業経営・
組織運営 グローバル 財務・�

会計
法務・リスク
マネジメント

サステナ
ビリティ 技術・DX エネルギー 営業・�

販売
人材開発・

ダイバーシティ

上田 隆之
社内

指名・報酬諮問委員

代表取締役社長
社長執行役員

7年
9か月 42,051 100％

（15回/15回）
100％

（8回/8回）

当社における豊富な業務経験と、エネルギー
開発企業の経営全般、グローバルな事業経営
及び管理・運営業務に関する知見を有して
いるため。

● ● ● ● ●

大川 人史
社内

代表取締役
副社長執行役員
総務本部長 兼
オセアニア事業本部長
海外事業統括

2年 25,771 100％
（15回/15回）

―
当社における豊富な業務経験と、エネルギー
開発企業のグローバルな事業経営及び管理・
運営業務に関する知見を有しているため。

● ● ● ● ● ●

滝本 俊明
社内

取締役
副社長執行役員
経営企画本部長
法務担当
コンプライアンス担当
低炭素事業統括

3年 41,480 100％
（15回/15回）

―

当社における豊富な業務経験と、石油・天然
ガス開発及びCCS、水素・アンモニアをはじ
めとする多様でクリーンなエネルギーの開発
に係る事業経営及び管理・運営業務に関す
る知見を有しているため。

● ● ● ● ●

山田 大介
社内

取締役専務執行役員
財務・経理本部長 6年 37,663 100％

（15回/15回）
―

当社における豊富な業務経験と、エネルギー
開発企業の管理・運営業務に関する知見を
有しているため。

● ● ●

栗村 英樹
社内

取締役専務執行役員
技術統括本部長
HSE担当

− 31,275 ― ―
当社における豊富な業務経験と、エネルギー
開発企業の技術分野に関する専門的な知見
を有しているため。

● ● ● ● ●

取締役 （2026年4月1日現在）

マネジメント体制

経歴の詳細は当社ホームページよりご覧いただけます   
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氏名 役職 在任
期間

所有
株式数

㈱

取締役会へ
の出席状況

指名・報酬
諮問委員会へ
の出席状況

選任理由
スキルマトリックス

企業経営・
組織運営 グローバル 財務・�

会計
法務・リスク
マネジメント

サステナ
ビリティ 技術・DX エネルギー 営業・�

販売
人材開発・

ダイバーシティ

飯尾 紀直
社外 独立

指名・報酬諮問委員

取締役 8年
9か月 0 100％

（15回/15回）
100％

（8回/8回）

企業経営者としての経験や資源・エネル
ギー業界における豊富な経験と見識を活か
し、国際的な視点からの業務執行の監督や
取締役会等で必要な発言や提言等を期待で
きるため。

● ● ● ●

森本 英香
社外 独立

指名・報酬諮問委員

取締役 4年 0 100％
（15回/15回）

―

環境省で培われた環境及びエネルギー政策
に関する豊富な経験と見識に加え、大学教
授としての専門知識等を活かし、サステナビ
リティの視点からの業務執行の監督や取締
役会等で必要な発言や提言等を期待できる
ため。

● ● ● ●

ブルース・ミラー 
（Bruce Miller）

社外 独立

取締役 1年 0 100％
（12回/12回）

―

駐日豪州大使をはじめ豪州外務貿易省にお
ける豊富な経験を通じて培われたグローバ
ルな見識に加え、当社の中核事業地域であ
る豪州の政治・経済・外交に関する専門的
な知見を有しており、多様かつグローバルな
視点からの業務執行の監督や取締役会等で
必要な発言や提言等を期待できるため。

● ● ● ●

齋木 尚子
社外 独立

指名・報酬諮問委員

取締役 − 0 ― ―

外務省において国際文化交流審議官、経済局
長、国際法局長を歴任し、外交の第一線で活
躍する中で培われた国際情勢に関する豊富な
経験や、国際法、経済等の幅広い分野に関す
る高い見識に加え、大学教授としての専門知
識等を活かし、多様かつグローバルな視点か
らの業務執行の監督や、取締役会等において
必要な発言や提言等を期待できるため。

● ● ● ●

高岡 英則
社外 独立

取締役 − 0 ― ―

三菱商事㈱のエネルギー事業グループCEO
をはじめ、資源・エネルギー業界における
豊富な経験を通じて培われた専門的な知見
や企業経営の見識を活かし、グローバルな
視点からの業務執行の監督や、取締役会等
において必要な発言や提言等を期待できる
ため。

● ● ● ● ●

※1

※2

※1

コーポレートガバナンス

経歴の詳細は当社ホームページよりご覧いただけます   

※1 2026年3月27日に指名・報酬諮問委員に就任したため、該当事項はありません。
※2 2025年３月28日の就任後の状況を記載しております。
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氏名 役職 在任
期間

所有
株式数

㈱

取締役会へ
の出席状況

監査役会
の出席状況 選任理由

スキルマトリックス
企業経営・
組織運営 グローバル 財務・�

会計
法務・リスク
マネジメント

サステナ
ビリティ 技術・DX エネルギー 営業・�

販売
人材開発・

ダイバーシティ

川村 明男
社内

常勤監査役 3年 10,365 100％
（15回/15回）

100％
（18回/18回）

当社における豊富な業務経験と、石油・天然
ガス開発企業の管理、財務・会計に関する
知見を有しているため。

● ● ●

刀禰󠄀 俊哉
社外 独立

常勤監査役 3年 0 100％
（15回/15回）

100％
（18回/18回）

財務及び税務等の分野における豊富な経験
と幅広い見識を有しているため。 ● ● ●

麻生 憲一
社外 独立

常勤監査役 3年 0 100％
（15回/15回）

100％
（18回/18回）

国際金融・財務等の分野における豊富な経
験と幅広い見識を有しているため。 ● ● ●

秋吉 満
社外 独立

監査役 6年
9か月 0 100％

（15回/15回）
100％

（18回/18回）
財務及び経営等の分野における豊富な経験
と幅広い見識を有しているため。 ● ● ● ● ●

木場 弘子
社外 独立

監査役 6年
9か月 0 100％

（15回/15回）
100％

（18回/18回）

フリーキャスター、大学の教員としての豊富
な経験と見識に加え、総合資源エネルギー
調査会や交通政策審議会等の公職を歴任し、
多様で幅広い知見を有しているため。

● ● ●

監査役 （2026年4月1日現在）

コーポレートガバナンス

経歴の詳細は当社ホームページよりご覧いただけます   
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コーポレートガバナンス

項目 選定理由

企業経営・組織運営
エネルギー事業を取り巻く複雑な経営環境下において、当社の経営理念に
基づいた中長期的な経営戦略・経営計画を策定・実行し、その実効性を監督
するため、経営・組織運営全般に関する幅広い知識・経験が必要。

グローバル 当社が展開するグローバルな事業を的確に遂行し、それらの適切な監督を
行うため、地政学、政策等に関する知識・経験が必要。

財務・会計
当社の中期経営計画で掲げる財務指標、効率性指標等の目標達成に向けた
戦略の立案・実行及びそれらの適切な監督のため、財務、会計、税務に関す
る知識・経験が必要。

法務・リスクマネジメント
当社経営・事業に関する国内外の法令等の遵守を含む適切なリスクマネジ
メントの実行及びその監督を行うため、法務・コンプライアンス・コーポレー
トガバナンス等に関する知識・経験が必要。

サステナビリティ

サステナビリティ憲章及びHSE方針に基づき、当社事業やバリューチェー
ンを通じて各種課題への取組みを推進するとともに、その取組み状況の監
督を行うにあたり、HSE（健康・安全・環境）及びサステナビリティ経営に関
する知識・経験が必要。

技術・D X

エネルギー安定供給と事業の低炭素化実現に資する、技術・DXに係る戦略
の立案・実行及びそれらの適切な監督のため、E&P事業全般に関する技術
的知見や、デジタル・専門技術を活用した多様なエネルギーや低炭素化ソ
リューションの開発・革新（イノベーション）・進展に関する幅広い知識・経
験が必要。

エネルギー

「責任あるエネルギー・トランジションの実現」に向けた当社エネルギー事
業戦略の立案・実行及びそれらの適切な監督のため、中核事業に限らず、再
生可能エネルギー及びCCS・水素・アンモニアをはじめとする多様なエネル
ギーの事業化、開発、生産、操業に関する幅広い知識・経験が必要。

営業・販売

国内外の全ての顧客に対する最適な商品・サービスと付加価値の提供、販
売先の拡大に向けた新たな顧客へのマーケティング戦略の立案・実行及び
それらの適切な監督のため、多様なエネルギーの営業、販売に関する知識・
経験が必要。

人材開発・ダイバーシティ

グローバル企業として責任ある経営を持続的に推進するためには人材の多
様化と価値観を共有できる人材の育成が重要であると考えていることか
ら、人材開発・ダイバーシティに係る戦略の立案・実行及びそれらの適切な
監督のため、人事、教育、女性活躍推進等の分野における多様な知識・経験
が必要。

スキルマトリックス各項目の選定理由 執行役員（2026年4月1日現在）

氏名 役職 職掌
上田 隆之※ 社長執行役員
大川 人史※ 副社長執行役員 総務本部長 兼 オセアニア事業本部長、海外事業統括
滝本 俊明※ 副社長執行役員 経営企画本部長、法務担当、コンプライアンス担当、低炭素事業統括
保坂 伸 副社長執行役員 社長補佐
山田 大介※ 専務執行役員 財務・経理本部長
栗村 英樹※ 専務執行役員 技術統括本部長、HSE担当
仙石 雄三 常務執行役員 欧州・中東事業本部長
八方 庸介 常務執行役員 サプライチェーン担当
加藤 博史 常務執行役員 再生可能エネルギー・電力ソリューション事業本部長
渡邉 章弘 常務執行役員 アジア事業本部長

宮永 勝 常務執行役員 国内事業本部長、㈱INPEX JAPAN 代表取締役
供給・営業本部長、企画推進担当、業務管理担当

加賀野井 彰一 常務執行役員 ㈱INPEX JAPAN 代表取締役社長
操業本部長 兼 開発・生産本部長、HSE担当

岡本 浩一 常務執行役員 グローバル営業本部長

村山 徹博 常務執行役員
オセアニア事業本部 副本部長
Managing Director, Country Chair Australia, INPEX Holdings Australia 
Pty Ltd Director（在パース）

細野 宗宏 執行役員 欧州・中東事業本部 副本部長
池田 幸代 執行役員 経営企画本部 本部長補佐
高田 伸一 執行役員 技術統括本部 本部長補佐、O&M・施設ユニット ジェネラルマネージャー

福井 敬 執行役員
国内事業本部 本部長補佐
㈱INPEX JAPAN 取締役副社長 
操業本部 東日本鉱業所長 兼 業務推進ユニット ジェネラルマネージャー

高橋 功 執行役員 イノベーション本部長

長谷川 健二 執行役員 アジア事業本部 本部長補佐
President Director Indonesia ㈱INPEXマセラ 取締役（在ジャカルタ）

落合 浩志 執行役員 低炭素ソリューション事業本部長

今田 美郎 執行役員 再生可能エネルギー・電力ソリューション事業本部 本部長補佐
INPEX Europe Ltd. Managing Director（在ロンドン）

小川 晋一 執行役員 グローバル営業本部 本部長補佐

戸出 繁 執行役員 国内事業本部 本部長補佐
㈱INPEX JAPAN出向（操業本部 本部長補佐）

田内 信也 執行役員 欧州・中東事業本部 本部長補佐
㈱INPEX南イラク石油 取締役（在ドバイ）

矢吹 博英 執行役員 欧州・中東事業本部 本部長補佐、アブダビ事業ユニット ジェネラルマネージャー

高石 直樹 執行役員 総務本部 本部長補佐、秘書ユニット ジェネラルマネージャー 兼 アジア事業本部 
本部長補佐

上妻 淳子 執行役員 財務・経理本部 本部長補佐
中嶋 宏行 執行役員 総務本部 本部長補佐、総務ユニット ジェネラルマネージャー

木下 明彦 執行役員 再生可能エネルギー・電力ソリューション事業本部 本部長補佐、
事業企画ユニット ジェネラルマネージャー

深川 宏士 執行役員 アジア事業本部 本部長補佐
Vice President of Technical、㈱INPEX マセラ 取締役 （在ジャカルタ）

※ 取締役を兼務しています。

最新の執行役員情報については、当社ホームページよりご覧いただけます   
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コーポレートガバナンス

当社は、社外取締役及び社外監査役の全員について、株式会社東京証券取引所が定める独
立役員として届け出ています。当社における社外役員の独立性に関する基準につき、当社は
コーポレートガバナンス・コードへの対応の一環として、東京証券取引所が定める独立性
基準を踏まえ、「社外役員の独立性に関する基準」を制定しています。当該基準（主要株主、
主要な取引先等）のいずれにも該当しない場合、当社は社外役員に独立性があると判断し
ています。

社外監査役の選任にあたっては、独立性の観点に加え、監督機関としての実効性、専門性
等を総合的に考慮することが重要と考えています。当社の社外監査役は、監査役全5名のう
ち4名を占めており、各社外監査役は、財務・法務及び経営その他分野における豊富な経
験と知見を有し、それらを当社の監査業務に活かしています。

社外監査役

社外役員の独立性

社外取締役の選任にあたっては、独立性の観点に加え、経営判断の妥当性の評価、監督機
関としての実効性、専門性、客観性等を総合的に考慮することが重要と考えています。当
社の社外取締役5名は、資源・エネルギー業界や財務・法務その他の分野において、企業
経営経験者、学識経験者又はその他の専門家等として、豊富な経験と幅広い見識を有して
います。当社では、当社取締役が会社法上の競業避止義務、利益相反取引への適切な対処
や情報漏洩防止等に関して、常に高い意識をもって経営にあたり、当社取締役としての職
務を的確に遂行していくことの重要性に鑑み、全取締役から、これらの点を確認する「誓
約書」を受理しています。

社外取締役、監査役による経営のモニタリング

社外取締役

社外役員の独立性に関する基準

社外取締役による経営監督機能をサポートするため、取締役会資料は原則3日前までに事
前提供し、重要な議案については事前説明を実施しています。
また、社外監査役をはじめとする監査役の職務を補助するための組織である監査役室に
専任の監査役補助者3名を置いており、当該監査役補助者は、監査役の指示に従いその職
務を行っています。
更に、社外取締役や監査役、代表取締役による定期会合を年数回開催し、経営上の重要

なテーマについて幅広く意見交換する機会を設けています。

社外取締役、社外監査役のサポート体制

 �社外役員の独立性に関する基準は コーポレートガバナンスに関する基本方針 をご覧ください。

 �Investor Day 2025 コーポレートガバナンス 社外取締役との対話セッションの書き起こしは� 
こちら をご覧ください。

Investor Day 2025では社外取締役との対話を実施しました。
独立した立場から経営を監督し、また、助言を行う社外取締役としての役割や、取締役会の更なる多
様性向上、経営トップのサクセションプランの検討などについてご発言いただきました。

Investor Day 2025

社外取締役
森本 英香

社外取締役
柳井 準（当時）
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コーポレートガバナンス

賞与のKPI 評価ウェイト

財務指標
当期利益 45％

探鉱前営業キャッシュ・フロー 45％

非財務指標 安全指標（重大な事故ゼロ） 10％

中長期インセンティブである株式報酬については、取締役（社外取締役及び国内非居住
者を除く）及び執行役員（国内非居住者を除く）（以下併せて「取締役等」という）を対象
に、当社の中長期的な業績及び企業価値向上への取締役等の貢献意識を高めることを目的
とした業績連動型の要素と、取締役等の自社株保有を通じて株主との利害共有意識を強化
することを目的とした固定型の要素を併せた信託型株式報酬制度を通じて支給します。業
績連動部分にかかる指標は当社の主要財務指標である当期利益、探鉱前営業キャッシュ・
フロー、ROE、ROIC、総還元性向に加えて、主要な非財務指標である温室効果ガス排出
原単位を採用し、これらの目標達成度に応じて下表の評価ウェイトに基づき報酬額を算定
し、最終的な報酬額は0～200％の範囲内で変動します。

取締役（社外取締役を除く）の賞与算定におけるKPI

株式報酬のKPI 評価ウェイト

財務指標

当期利益 30％

探鉱前営業キャッシュ・フロー 30％

ROE 10％

ROIC 10％

総還元性向 10％

非財務指標 温室効果ガス排出原単位 10％

取締役の報酬は、指名・報酬諮問委員会において報酬等の額及び算定方法並びに個人
別の報酬等の内容に係る決定方針に基づく主要事項を審議の上、取締役会に対して答申を
行うこととし、取締役会は同委員会の答申の内容を踏まえ、株主総会で承認された内容及
び金額の枠内で決定することとします。なお、個人別の各種類別報酬の支給額については、
取締役会決議により一任を受けた代表取締役社長が、委員長及び委員の過半数を独立社外
取締役で構成する指名・報酬諮問委員会の審議内容に基づき決定します。
また、当社を取り巻く外部環境や社会・経済情勢等に鑑み、各報酬にかかる目標値や�
算定方法等の妥当性について指名・報酬諮問委員会において慎重に審議の上、同委員会の
答申を踏まえ、取締役会の決議により各取締役の報酬額に必要な調整を加えることがあり
ます。
取締役の報酬水準は、外部報酬調査機関による同規模企業群及び類似業種企業群をピア

グループとした役位ごとの報酬水準に係る調査・分析を行った後、指名・報酬諮問委員会
において妥当性を検証します。
社内取締役の基本報酬、賞与、株式報酬の比率については、原則として上位の役位ほど
業績連動報酬（賞与及び株式報酬）のウェイトが高まる構成とします。
取締役に重大な不正・違反行為等が発生した場合、当該取締役に対し、基本報酬、賞
与、株式報酬（当社株式等の交付等を受ける権利を含む）の減額又は没収（マルス）、並
びに返還請求（クローバック）ができるものとします。

取締役（社外取締役を除く）及び執行役員の業績連動型株式報酬算定におけるKPI取締役（社外取締役を除く）の報酬は、役位ごとの職務内容に応じた「基本報酬」、短期
インセンティブとしての「賞与」、中長期インセンティブとしての「株式報酬」で構成し、社
外取締役はその職務の独立性の観点から、「基本報酬」のみで構成されます。
短期インセンティブである賞与については、当社の主要な財務指標である親会社の所有
者に帰属する当期利益（以下「当期利益」）と探鉱前営業キャッシュ・フローに加え、非財
務指標として安全指標（重大な事故ゼロ）を採用し、これらの目標達成度に応じて下表の
評価ウェイトに基づき報酬額を算定し、最終的な報酬額は0～200％の範囲内で変動し�
ます。

役員報酬
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コーポレートガバナンス

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的に、良好な取引関係の維持、事
業の円滑な推進及び事業機会の創出を図るため、株式の保有が必要と判断される法人に関
しては、当該法人の株式を必要な範囲内で保有します。
当社は、取締役会において、毎年、個別の政策保有株式について保有目的が適切か、保
有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検
証します。その結果、保有の必要性が低下したと判断した場合には、縮減します。
株主総会の議決権行使に関しては、取締役会において剰余金の処分、役員の選任、役員
報酬、組織再編等、議案の内容に応じて確認すべき点を定めた上で、政策保有の目的及び
投資先企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであるか議案の妥当
性を充分に検討し、賛否を判断します。

当社は、経済産業大臣に対して甲種類株式を発行しています。甲種類株式は株主総会にお
ける議決権を有していませんが、甲種類株主は経営上の一定の重要事項についての拒否権
を行使することができます。甲種類株式を経済産業大臣が保有することにより、投機的な買
収や外資による経営支配等により、中核的企業として我が国向けエネルギー安定供給の効
率的な実現に果たすべき役割に背反する形での経営が行われること、又は否定的な影響が
及ぶことがないよう、当社の役割が確保されると考えられるとともに、ナショナル・フラッ
グ・カンパニーとして我が国向けエネルギー安定供給の効率的実現の一翼を担うことが期
待され、対外的な交渉、信用面で積極的な効果が期待できると考えています。

政策保有株式に関する方針

甲種類株式について

政策保有株式の保有状況の推移（みなし保有株式を除く）

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 賞与 株式報酬

取締役
（社外取締役を除く） 400 258 91 50 6

監査役
（社外監査役を除く） 34 34 - - 1

社外役員 209 209 - - 10

注1  �上表には、2025年3月28日開催の第19回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名を含んでおります。
注2  �取締役の基本報酬は、2025年３月28日開催の第19回定時株主総会において、賞与を含めて年額10億円以内（うち社外取締役

に対して2億円以内）に改定しており、当該決議日時点の員数は10名（うち社外取締役は5名）です。
注3  �監査役の基本報酬は、2022年3月25日開催の第16回定時株主総会において、年額1億4,000万円以内と決議しており、当該決

議日時点の員数は5名です。
注4  �監査役の報酬は、基本報酬のみで構成しており、株主総会で決議された金額の枠内で監査役の協議により決定しております。
注5  �賞与及び株式報酬は、業績連動報酬に該当します。また、株式報酬は非金銭報酬等に該当します。
注6  �当社は、取締役及び執行役員の株式報酬制度（役員報酬BIP信託）を導入しております。表の株式報酬は、取締役に対する役員

報酬BIP信託に関して当事業年度中に付与した株式付与ポイントに係る費用計上額です。2025年3月28日開催の第19回定時株
主総会において、当社が拠出する１事業年度あたりの金員の上限は4億6,000万円、制度対象者に付与するポイントの1事業年
度あたりの上限は466,000ポイント（当社株式466,000株相当）に改定しており、当該決議日時点の取締役（社外取締役及び国
内非居住者を除く）の員数は5名です。

2025年度における取締役及び監査役の報酬等の額

■貸借対照表計上額の合計額（百万円）
●銘柄数

2021/12 2022/12 2023/12 2025/122024/12

22,86622,866

11,95311,953 11,928

1010 88
55

6,595
44

9,848

55

■貸借対照表計上額の合計額（百万円）
●銘柄数

2021/12 2022/12 2023/12 2025/122024/12

11,13611,136 10,93810,938 11,823

3131 3131
34

11,82811,740

3131

非上場株式以外の株式

非上場株式
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